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 Ⅰ 人口の現状分析 
 

１ 人口動向分析 

（１）総人口及び年齢３区分別の推移と将来推計【図表１】 

 

 ○ 総人口は，戦後，一定水準を維持していたが，1970 年代の高度経済成

長期から増加が続いた。鹿島開発や筑波研究学園都市などの大規模プロ

ジェクト，常総ニュータウンや竜ヶ崎ニュータウンなどの大規模住宅開

発が主な要因であると考えられる。 

 ○ 1970 年以降の総人口の増加は，主に生産年齢人口の増加と，1970 年代 

  の団塊ジュニア世代の誕生による年少人口の増加が背景にある。 

 ○ しかし，団塊ジュニア世代の誕生以降の年少人口は減少傾向にあり， 

2000 年には老年人口を下回った。老年人口は，生産年齢人口が順次老年

期に入るとともに，平均寿命の伸びもあって一貫して増加を続けている。 

○ 総人口は，2000 年に最も多い 299 万人に達して以降，現在まで減少が

続いている。 

○ 社人研の推計によれば，今後，人口は急速に減少を続け，2040 年には

現在から約 18％減の 242 万人になるものと推計されている。 
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図表１ 年齢３区分別人口の推移（茨城県）

社人研による推計値

生産年齢人口（15-64歳）

年少人口（0-14歳）

老年人口（65歳以上）

総人口

 
※総務省統計局「国勢調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」 
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（２） 出生・死亡，転入・転出の推移【図表２】 

 

○ 自然増減については，出生率低下や母親世代人口の減少の影響で， 

  1970 年代の団塊ジュニア世代の誕生以降一貫して出生数が減り続けた

が，平均寿命の伸びを背景に死亡数がそれほど増えず，自然増であった。

しかし，2005 年以降は，死亡数が出生数を上回り，自然減となっている。 

○ 社会増減については，1970 年代の高度経済成長期以降，転入超過（社 

会増）であったが，1980 年代前半及び 1990 年代の経済低迷による地価下

落を背景に都心回帰傾向が強まったことなどから転入数が徐々に減少

し，1999 年には転出超過（社会減）となった。 

○ 1999 年以降，社会減が続いたが，つくばエクスプレス沿線開発や企業

立地の効果等により，2009 年には社会増に転じるとともに，震災前４年

間の計でも社会増になったところであるが，2011 年の東日本大震災・福

島第一原子力発電所事故以降は，大幅な社会減となり，大きく動向が変

化している。 
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図表２ 出生・死亡数、転入・転出数の推移（茨城県）

社人研による推計値
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※厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」，総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 
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【参考１】最近の本県の人口動向について 
○ 自然増減の動向については，死亡数の増加と出生数の減少により 2005

年以降，自然減となり，その数は年々大きくなる傾向になっている。 

○ 社会増減については，震災前４年間では 1,040 人の社会増であったが，

震災後４年間では 20,353 人の社会減となっており，震災前後で大きく動

向が変化している。 
            （単位：人） 

年 
人口 

(10/1 現在) 
当該年中の増減 

 自然増減 社会増減 

2000 2,985,676 6,402 5,735 667 

2001 2,991,172 4,293 5,062 ▲769 

2002 2,992,538 ▲213 3,881 ▲4,094 

2003 2,992,152 123 2,226 ▲2,103 

2004 2,991,589 ▲1,059 2,032 ▲3,091 

2005（国調） 2,975,167 ▲3,244 ▲1,304 ▲1,940 

2006 2,971,798 ▲3,235 ▲725 ▲2,510 

2007 2,970,800 ▲1,157 ▲976 ▲181 

2008 2,968,396 ▲3,271 ▲2,479 ▲792 

2009 2,967,404 ▲1,142 ▲3,371 2,229 

2010（国調） 2,969,770 ▲4,541 ▲4,325 ▲216 

2011 2,956,854 ▲14,444 ▲6,453 ▲7,991 

2012 2,945,824 ▲10,011 ▲6,781 ▲3,230 

2013 2,933,381 ▲13,109 ▲7,767 ▲5,342 

2014 2,921,184 ▲11,804 ▲8,014 ▲3,790 

2015(6/1 現在) 2,911,634 － － － 

※茨城県統計課「常住人口調査」，2005 年，2010 年は「国勢調査」，2015 年は 6 月 1 日現在 
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【参考２】社人研推計と常住人口の比較 
○ 本県の人口は，社人研が 2007 年に公表した人口推計を大きく上回って

推移してきたが，震災以降は，同機関が 2013 年に公表した人口推計を下

回って推移している。 

                           （単位：千人） 

 
社人研推計 
2007 年推計 

社人研推計 
2013 年推計 

常住人口 

2005  2,975 － 2,975 

2006 （2,967） － 2,972 

2007 （2,959） － 2,971 

2008 （2,951） － 2,968 

2009 （2,943） － 2,967 

2010 2,935 2,970 2,970 

2011 （2,923） （2,960） 2,957 

2012 （2,910） （2,951） 2,946 

2013 （2,898） （2,941） 2,933 

2014 （2,885） （2,931） 2,921 

2015 2,873 2,922 (6/1 現在)2,912 

※国立社会保障人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口（19 年 5 月推計）」，「日本 

の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」 

※茨城県統計課「常住人口調査」，2005 年，2010 年は「国勢調査」，2015 年は 6 月 1 日現在 

※社人研推計の 2005 年，2010 年，2015 年の間の（）内人口はトレンドにより茨城県企画課で 

算出 
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（３） 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響【図表３】 

 

○ 1970 年代には，高度経済成長期の大規模プロジェクトなどを背景とし

た社会増により人口が増加していったが，1980 年代前半の第２次オイル

ショックや1990年代のバブル崩壊による経済低迷に伴う地価下落などに

より都心回帰傾向が強まったことなどから社会増が縮小した。 

○ 1999 年以降，社会減が続いたが，つくばエクスプレス沿線開発や企業

立地の効果等により，2009 年には社会増に転じたものの，2011 年の震災

以降は大幅な社会減が続いている。 

 ○ 1970年代の団塊ジュニア世代の誕生以降一貫して出生数が減り続けた 

が，平均寿命の伸びを背景に死亡数の増加が小さかったことなどにより，

出生数の減少という自然減要因があまり目立たなかった。近年では，出

生率低下・母親世代人口の減少による出生数の減少と，老年人口の増加

による死亡数の増加により，自然減となっている。 
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図表３ 総人口に与えてきた自然増減と社会増減の影響（茨城県）
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※厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」，総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 
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（４） 年齢階級別の人口移動の状況 
 

 ① 長期的動向【図表 4-1，4-2】 

・ 各時期の動きは，経済状況が影響しており，転出超過については，

バブル崩壊やリーマンショックの影響による地価下落などによる都心

回帰の動きが背景として考えられる。 

  ・ 年少世代の転入超過は，年々縮小傾向にある。これは，主に少子化

の傾向を反映したものと考えられる。 

  ・ 「15～19 歳→20～24 歳」に大幅な転出超過となっている。これらは， 

   大学等卒業後の就職による転出の影響が考えられる。 

  ・ 「20～24 歳→25～29 歳」は，男性が年々縮小傾向にはあるものの転 

   入超過であるのに対し，女性が 1995 年以降転出超過の傾向がみられ 

   る。この動きは，女性の求める雇用の場が県内に少ないことも背景の 

   一つであると考えられる。 

  ・ 一方で，60 歳代の退職年齢付近において転入超過の傾向がみられる。 

   退職に伴い，県内に居住地を移すケースがあるものと考えられる。 

  ・ なお，「2005 年→2010 年」にかけての転出傾向の落ち着きがみられ

る。この時期は，つくばエクスプレス沿線開発などを背景とした転入

数の増加が背景にあると考えられる。 
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※総務省統計局「国勢調査」 
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※総務省統計局「国勢調査」 
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② 近年の状況【図表５】 

・ 近年は社会減の傾向が続いており，年齢階級別にみると，転出超過数

に占める 20～24 歳の割合が高いことが分かる。一時的に社会増となった

2010 年においても，その傾向は同様である。これは，大学等の卒業後に，

東京圏をはじめとした県外に就職する者が多いことが背景にあると考え

られる。 

・ また，2011 年の震災以降は，大幅な社会減となり，震災前に比べ，20

～34 歳の転出超過数が大幅に増加するなど，震災前後で，大きく動向が

変化している。 
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※茨城県統計課「常住人口調査」 
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【参考１】男女別・年齢階級別 県外転出入の状況 

 ※茨城県統計課「常住人口調査」より 
 
○ 男性に比べて女性の方が転出超過の傾向にある。特に 20 歳代でその

傾向が顕著であるとともに，増加傾向にある。社会減対策だけでなく自

然減対策の観点からも，同世代の転出を抑制することが重要であると考

えられる。 

○ また，2011 年の震災直後は，０～９歳が転出超過に転じるとともに，

20～39 歳の転出超過数が大幅に増加するなど，大きく動向が変化して

いる。 

（2009(H21)） 
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（2012(H24)） 
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【参考２】本県の転出・転入理由 

※茨城県統計課「市町村における住民の転入・転出理由に関するアンケ 

 ート調査」より 

○ 平成 26 年 9 月に実施した調査の結果において，転出超過が最も大き

い 20～24 歳の転出理由をみると，男性では「就職等」(86 名)が最も多

く，次いで「転勤」（35 名）となっている。また，女性では，「就職

等」（42 名）が最も多く，次いで「結婚等」（11 名）となっている。 

○ 20～24 歳の男女とも，転出理由で最も多いのが「就職等」であり，

同世代の転出抑制のためには，若者にとって魅力ある働く場をより県内

に確保することが重要であることがうかがえる。 
（転出理由・男性） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（転出理由・女性） 
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就職･転職･転業 転 勤 退職・廃業

就 学 卒 業 結婚･離婚･縁組

住 宅 交通の利便性 生活の利便性
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（転入理由・男性） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（転入理由・女性） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※「市町村における住民の転入・転出理由に関するアンケート調査」概要 
 ・調査期間：H26.9.1～30（1 か月間） 
 ・調査対象市町村：常総市を除く県内市町村 
 ・標 本 数：県外転出 1,689（期間中の転出数 4,598，回答率 36.7％） 
       県外転入 2,006（期間中の転入数 5,173，回答率 38.8％） 
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就 学 卒 業 結婚･離婚･縁組

住 宅 交通の利便性 生活の利便性
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（５） 全国の地域ブロック別の人口移動の状況【図表６】 

 

○ 東京圏への転出傾向の割合がかなり高くなっている。また，北関東（栃

木県及び群馬県）への転出傾向もみられる。 

○ 一方で，北海道・東北からは転入超過傾向にある。 

○ 転出超過の大部分を 20～24 歳の者が占めていること（図表５）の結果

を合わせてみると，大学・短大等卒業後の県外への就職先の相当な部分

を東京圏が占めていると考えられる。 

○ また，2011 年の震災直後は，北海道・東北ブロックを除く全てのブロ

ックへの転出超過となるとともに，震災以降は，東京圏への転出超過数

が大幅に増加している。 
 

東京圏, ▲ 1,533 東京圏, ▲ 1,115

東京圏, ▲ 4,747

東京圏, ▲ 4,731
東京圏, ▲ 5,692 東京圏, ▲ 5,412

北関東, 91

北関東, ▲ 154

北関東, ▲ 445

北関東, ▲ 592

北関東, ▲ 433
北関東, ▲ 389

北海道・東北, 1,626

北海道・東北, 1,316

北海道・東北, 1,991 北海道・東北, 1,320
北海道・東北, 751 北海道・東北, 550

▲ 8,000

▲ 6,000

▲ 4,000

▲ 2,000

0

2,000

4,000

2009年

全体1,722
2010年

全体 944
2011年

全体 ▲4,751 
2012年

全体 ▲4,066
2013年

全体 ▲5,138
2014年

全体 ▲4,849

図表６ 地域ブロック別の人口移動の状況（茨城県）

北海道・東北

北関東

東京圏

中部

関西

中国

四国

九州・沖縄

※地域ブロックの区分は下記のとおり。
・北海道・東北：北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

・北関東：栃木、群馬
・東京圏：埼玉、千葉、東京、神奈川

・中 部：新潟、富山、石川、福井、山梨、長野、岐阜、静岡、愛知
・関 西：三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
・中 国：鳥取、島根、岡山、広島、山口

・四 国：徳島、香川、愛媛、高知
・九州・沖縄：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄

（人）

 
※総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 
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（６） 産業別人口の状況 

 

○ 男女別に産業別従業者数をみると，男性は，製造業，卸売業・小売業，

建設業の順に，女性は，卸売業・小売業，医療・福祉，製造業の順に多

くなっている。 

   一方，特化計数をみると，農業，学術研究・専門技術サービス業，製 

造業が相対的に高い一方で，漁業，情報通信業，不動産業・物品賃貸業

が相対的に低くなっている。 

  ※Ｘ産業の特化計数＝本県のＸ産業の就業者比率／全国のＸ産業の就業者比率 
 

図表 男女別・産業別人口（平成 22 年・茨城県） 

0.0
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1.0
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250,000

特
化
計
数

産
業
人
口
（
人
）

男 女 特化計数（男） 特化計数（女）

 

※総務省統計局「国勢調査（平成 22 年）」 
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○ 産業別に，年齢階級別就業者数をみると，農業における 60 歳以上が男 

女とも６割近くを占め，高齢化が進んでいることがわかる。現在，就業

者数において特化している農業においては，今後の高齢化の進展によっ

て，急速に就業者数が減少する可能性が考えられる。 
 

図表 年齢階級別・産業別人口（平成 22 年・茨城県） 

※総務省統計局「国勢調査（平成 22 年）」 

0% 10% 20% 30% 40% 50 % 60% 70% 80 % 90% 100%

Ａ 農 業 ，林 業 （男 性 ）

Ａ 農 業 ，林 業 （女 性 ）

Ａ の うち 農 業 （男 性 ）

Ａ の うち 農 業 （女 性 ）

Ｂ 漁 業 （男 性 ）

Ｂ 漁 業 （女 性 ）

Ｃ 鉱 業 ，採 石 業 ，砂 利 採 取 業 （男 性 ）

Ｃ 鉱 業 ，採 石 業 ，砂 利 採 取 業 （女 性 ）

Ｄ 建 設 業 （男 性 ）

Ｄ 建 設 業 （女 性 ）

Ｅ 製 造 業 （男 性 ）

Ｅ 製 造 業 （女 性 ）

Ｆ 電 気 ・ガ ス ・熱 供 給 ・水 道 業 （男 性 ）

Ｆ 電 気 ・ガ ス ・熱 供 給 ・水 道 業 （女 性 ）

Ｇ 情 報 通 信 業 （男 性 ）

Ｇ 情 報 通 信 業 （女 性 ）

Ｈ 運 輸 業 ，郵 便 業 （男 性 ）

Ｈ 運 輸 業 ，郵 便 業 （女 性 ）

Ｉ 卸 売 業 ，小 売 業 （男 性 ）

Ｉ 卸 売 業 ，小 売 業 （女 性 ）

Ｊ 金 融 業 ，保 険 業 （男 性 ）

Ｊ 金 融 業 ，保 険 業 （女 性 ）

Ｋ 不 動 産 業 ，物 品 賃 貸 業 （男 性 ）

Ｋ 不 動 産 業 ，物 品 賃 貸 業 （女 性 ）

Ｌ 学 術 研 究 ，専 門 ・技 術 サ ー ビ ス 業 （男 性 ）

Ｌ 学 術 研 究 ，専 門 ・技 術 サ ー ビ ス 業 （女 性 ）

Ｍ宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 （男 性 ）

Ｍ宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 （女 性 ）

Ｎ 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ，娯 楽 業 （男 性 ）

Ｎ 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ，娯 楽 業 （女 性 ）

Ｏ 教 育 ， 学 習 支 援 業 （男 性 ）

Ｏ 教 育 ， 学 習 支 援 業 （女 性 ）

Ｐ 医 療 ，福 祉 （男 性 ）

Ｐ 医 療 ，福 祉 （女 性 ）

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 （男 性 ）

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 （女 性 ）

Ｒ サ ー ビ ス 業 （他 に 分 類 され な い も の ）（男 性 ）

Ｒ サ ー ビ ス 業 （他 に 分 類 され な い も の ）（女 性 ）

Ｓ 公 務 （他 に 分 類 され る も の を 除 く）（男 性 ）

Ｓ 公 務 （他 に 分 類 され る も の を 除 く）（女 性 ）

Ｔ 分 類 不 能 の 産 業 （男 性 ）

Ｔ 分 類 不 能 の 産 業 （女 性 ）

15～ 29歳 30～ 39歳 40～ 49歳 5 0～ 59歳 60～ 6 9歳 70歳 以 上
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２ 将来人口の推計と分析 

（１）将来人口の推計 

ア 社人研推計と日本創成会議推計との総人口の比較【図表７】 

【社人研推計と日本創成会議推計の条件の違い】 
・両者ともに，2010 年を基準とし，2005 年～2010 年の人口動向を勘案して推計。 
・両者の違いは，移動に関する仮定。 
○社人研 
・移動率が 2020 年までに定率で 0.5 倍に縮小，その後はその値が 2040 年まで一定

と仮定。 
○日本創成会議 
・移動率が縮小せずに，2040 年まで同水準で推移すると仮定。 

 

  ○ 2040 年の総人口は，社人研推計が 242 万人，日本創成会議推計が 237

万人となっており，5 万人の差が生じている。 

  ○ 人口が転出超過基調にある本県においては，移動率が縮小しない仮

定に基づく日本創成会議推計では，人口減少が一層進む見通しとなっ

ている。 
 

230
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270
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290

300

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

（万人）
図表７ 推計人口の比較（茨城県）

社人研推計 日本創成会議推計

242万人

297万人

237万人
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イ 人口減少段階の分析【図表８～12】 

   

○ 人口減少段階は，一般的に，「第１段階：老年人口の増加（総人口の

減少）」，「第２段階：老年人口の維持・微減」，「第３段階：老年人

口の減少」の３つの段階を経て進行するとされている。 

○ 社人研推計にあてはめると，本県は，44 都道府県が属する「第１段階」

に該当する。 
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図表８ 人口の減少段階（茨城県） －2010年の人口を100とした場合－

100

132

82

61

68

総人口

0～14歳

15～64歳

65歳以上

単位：千人

H22
(2010)年

H52
(2040)年

H22年を100と
した場合の

H52年の指数

人口
減少
段階

老年人口 668 882 132

生産年齢人口 1,902 1,297 68

年少人口 400 244 61

1

図 表９　茨城県の 「人 口減少 段階 」



 - 18 -

図表10　都道府県別　人口減少段階

福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県，沖縄県

（3県）
秋田県，島根県，高知県

第２段階

都道府県名

第１段階
（44都道府県）

人口減少段階の区分

北海道，青森県，岩手県，宮城県，山形県，福島県，茨城県，栃木県，群馬県，

埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，新潟県，富山県，石川県，福井県，山梨県，

長野県，岐阜県，静岡県，愛知県，三重県，滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，

奈良県，和歌山県，鳥取県，岡山県，広島県，山口県，徳島県，香川県，愛媛県，

 
 

○ 県内の市町村は，４１市町村（93.2％）が「第１段階」に該当する。 

  また，「第２段階」は行方市，河内町の２市町（4.5％），「第３段階」 

  は大子町の１町（2.3％）となる。 

 
 

人口減少段階の区分 市町村名

第１段階
（41市町村）

第２段階
（2市町）
第３段階
（1町）

図表11　市町村別　人口減少段階（茨城県）

行方市，河内町

大子町

水戸市，日立市，土浦市，古河市，石岡市，結城市，龍ヶ崎市，
下妻市，常総市，常陸太田市，高萩市，北茨城市，笠間市，
取手市，牛久市，つくば市，ひたちなか市，鹿嶋市，潮来市，
守谷市，常陸大宮市，那珂市，筑西市，坂東市，稲敷市，
かすみがうら市，桜川市，神栖市，鉾田市，つくばみらい市，
小美玉市，茨城町，大洗町，城里町，東海村，美浦村，
阿見町，八千代町，五霞町，境町，利根町

 
 
 

第１段階 8 （ 100.0 ） 26 （ 96.3 ） 6 （ 75.0 ） 1 （ 100.0 ） - （ - ） 41 （ 93.2 ）

第２段階 - （ - ） 1 （ 3.7 ） 1 （ 12.5 ） - （ - ） - （ - ） 2 （ 4.5 ）

第３段階 - （ - ） - （ - ） 1 （ 12.5 ） - （ - ） - （ - ） 1 （ 2.3 ）

合計 8 （ 100.0 ） 27 （ 100.0 ） 8 （ 100.0 ） 1 （ 100.0 ） - （ - ） 44 （ 100.0 ）

　※ 総人口が増加する見込みである市町村については、便宜的に「第１段階」に区分している。

図表12　人口減少段階別・人口規模別の市町村数の状況（茨城県）

市町村の人口規模
合計

10万人～
3万人

～10万人
1万人

～3万人
5千人

～1万人
～5千人
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ウ 人口増減状況の分析【図表 13，14】 
 

 ○ 社人研推計によると，2040 年には，約３割の市町村において，2010 年

と比較して人口が 70％以下（30％以上の人口減少）になるとされている。 

 ○ 人口減少率が高い地域は，主に県北地域や県南地域東部である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（市町村名表示）

6 （ 13.6 ） 4 （ 9.1 ） 3 （ 6.8 ）

27 （ 61.4 ） 8 （ 18.2 ） 4 （ 9.1 ）

11 （ 25.0 ） 20 （ 45.5 ） 6 （ 13.6 ）

- （ - ） 11 （ 25.0 ） 17 （ 38.6 ）

- （ - ） 1 （ 2.3 ） 12 （ 27.3 ）

- （ - ） - （ - ） 2 （ 4.5 ）

　うち50以下 - （ - ） - （ - ） - （ - ）

44 （ 100.0 ） 44 （ 100.0 ） 44 （ 100.0 ）

2010年を
100とした指数

市町村（割合）
H32(2020)年 H42(2030)年 H52(2040)年

　100超
牛久市，つくば市， 牛久市，つくば市， つくば市，守谷市，
ひたちなか市，守谷市， 守谷市，東海村 東海村

　90～100
水戸市，日立市， 水戸市，土浦市， 水戸市，牛久市，

神栖市，東海村

土浦市，古河市， 龍ケ崎市，ひたちなか市， ひたちなか市，神栖市
石岡市，結城市， 鹿嶋市，神栖市，

常総市，笠間市，
龍ケ崎市，下妻市， つくばみらい市，阿見町

潮来市，那珂市，
取手市，鹿嶋市，

かすみがうら市，鉾田市，
筑西市，坂東市，

茨城町，美浦村，
つくばみらい市，小美玉市，

五霞町，境町，
阿見町，八千代町，

　80～90
常陸太田市，高萩市， 日立市，古河市， 土浦市，結城市，

利根町

北茨城市，常陸大宮市， 石岡市，結城市， 龍ケ崎市，鹿嶋市，
稲敷市，桜川市， 下妻市，常総市， つくばみらい市，阿見町

行方市，大洗町， 笠間市，取手市，
城里町，大子町， 潮来市，那珂市，
河内町 筑西市，坂東市，

かすみがうら市，鉾田市，

五霞町，境町

小美玉市，茨城町，
美浦村，八千代町，

　70～80
常陸太田市，高萩市， 日立市，古河市，
北茨城市，常陸大宮市， 石岡市，下妻市，
稲敷市，桜川市， 常総市，笠間市
行方市，大洗町， 取手市，潮来市，
城里町，美浦村， 那珂市，筑西市，
利根町 坂東市，かすみがうら市，

境町

鉾田市，小美玉市，
茨城町，八千代町，

北茨城市，常陸大宮市，

　60～70
大子町 常陸太田市，高萩市，

行方市，大洗町，
稲敷市，桜川市，

五霞町，利根町
城里町，美浦村，

全体

　60以下
大子町，河内町

 

6 （ 13.6 ） 4 （ 9.1 ） 3 （ 6.8 ）

27 （ 61.4 ） 8 （ 18.2 ） 4 （ 9.1 ）

11 （ 25.0 ） 20 （ 45.5 ） 6 （ 13.6 ）

- （ - ） 11 （ 25.0 ） 17 （ 38.6 ）

- （ - ） 1 （ 2.3 ） 12 （ 27.3 ）

- （ - ） - （ - ） 2 （ 4.5 ）

　うち50以下 - （ - ） - （ - ） - （ - ）

44 （ 100.0 ） 44 （ 100.0 ） 44 （ 100.0 ）

　70～80

　60～70

　60以下

全体

　100超

　90～100

　80～90

図表 13　人口 増減 状況 （対2010年 ）別 の市 町村 数の 推移 （茨城 県）

2010年を
100とした指数

市町村数（割合）

H32(2020)年 H42(2030)年 H52(2040)年
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図表 14-1 2010 年の総人口を 100 とした時の「2020 年」の市町村の総人口指数 

 
 
 
図表 14-2 2010 年の総人口を 100 とした時の「2030 年」の市町村の総人口指数 
 

 
 
 

60％以下

60％超70％以下

70％超80％以下

80％超90％以下

90％超100％以下

100％超

60％以下

60％超70％以下

70％超80％以下

80％超90％以下

90％超100％以下

100％超
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図表 14-3 2010 年の総人口を 100 とした時の「2040 年」の市町村の総人口指数 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

60％以下

60％超70％以下

70％超80％以下

80％超90％以下

90％超100％以下

100％超
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（２） 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 
 

【シミュレーション１】 

・社人研推計をベースに，合計特殊出生率が 2030 年までに 2.1（人口置換

水準）まで上昇すると仮定。 

【シミュレーション２】 

・シミュレーション１をベースに，社会移動がゼロ（転入・転出数が同数）

で推移すると仮定。 
  

・社人研推計とシミュレーション１を比較することで，将来人口に及ぼす

出生の影響度（自然増減の影響度）を分析することができる。 

・シミュレーション１とシミュレーション２を比較することで，将来人口

に及ぼす移動の影響度（社会増減の影響度）を分析することができる。 
 

【自然増減の影響度】 

 ・「シミュレーション１の 2040 年の総人口／社人研推計の 2040 年総人口」 

 の数値に応じて，以下の５段階で整理。 

  「１」＝100％未満，「２」＝100％～105％未満， 

  「３」＝105％～110％未満，「４」＝110％～115％未満， 

  「５」＝115％以上  

【社会増減の影響度】 

 ・「シミュレーション２の 2040 年の総人口／シミュレーション１の 

    2040 年総人口」の数値に応じて，以下の５段階で整理。 

  「１」＝100％未満，「２」＝100％～110％未満， 

  「３」＝110％～120％未満，「４」＝120％～130％未満， 

  「５」＝130％以上  
 

 

○ 本県は，自然増減の影響度が「３（影響度 105％～110％）」，社会増

減の影響度が「２（影響度 100％～110％）」となっており，出生率の上

昇につながる施策及び人口の社会増をもたらす施策の双方の取り組み

が，人口減少度合いを抑えること，さらには歯止めをかける上で効果的

である。 

   なお，この分析による都道府県単位での自然増減と社会増減の影響度

は，あまりバラツキは見られない。【図表 15，16】 
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図表 15 自然増減，社会増減の影響度（茨城県） 
分類 計算方法 影響度 

 自然増減の 
 影響度 
 

・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ１の 2040 年推計人口 ＝ 2,585,474（人） 
・社人研推計の 2040 年推計人口 ＝ 2,422,723（人） 
 → 2,585,474（人）／ 2,422,723（人）＝ 106.7％ 

 
３ 

 
 社会増減の 
 影響度 
 

・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ２の 2040 年推計人口 ＝ 2,639,241（人） 
・ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ１の 2040 年推計人口 ＝ 2,585,474（人） 
 → 2,639,241（人）／ 2,585,474（人）＝ 102.1％ 

 
２ 

 
 

 

 ○ 一方で，自然増減や社会増減の影響度は，市町村ごとにみると多様で

ある。自然増減の影響度については，「３（影響度 105～110％）」の市

町村が多く，出生率の上昇につながる施策に適切に取り組むことが，人

口減少度合いを抑えること，さらには歯止めをかける上で効果的である。 

1 2 3 4 5 総計
1 - (-) 1 (2.1%)  9 (19.1%) 1 (2.1%) - (-) 11 (23.4%)

兵庫県 宮城県，埼玉県， 京都府
千葉県，東京都，
神奈川県，愛知県，

滋賀県，大阪府，
福岡県

2 - (-) 1 (2.1%) 30 (63.8%) 1 (2.1%) - (-) 32 (68.1%)
沖縄県 岩手県，山形県， 北海道

茨城県，栃木県，
群馬県，新潟県，
富山県，石川県，
福井県，山梨県，
長野県，岐阜県，
静岡県，三重県，
奈良県，和歌山県，

鳥取県，島根県，
岡山県，広島県，
山口県，徳島県，
香川県，愛媛県，
高知県，佐賀県，
熊本県，大分県，
宮崎県，鹿児島県

3 - (-) - (-) 4 (8.5%) - (-) - (-) 4 (8.5%)
青森県，秋田県，
福島県，長崎県

4 - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-)

5 - (-) - (-) - (-) - (-) - (-) - (-)

総計 - (-) 2 (4.3%) 43 (91.5%) 2 (4.3%) - (-) 47 (100.0%)

図表16　将来人口における自然増減の影響度、社会増減の影響度
（全国 ： 都道府県表示）

自然増減の影響度（2040）

社
会
増
減
の
影
響
度

（
2
0
4
0

）
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※県内市町村の「社会増減の影響度」は，「自然増減の影響度」と同分類で整理。 
【県内市町村の社会増減の影響度】 
 「１」＝100％未満，「２」＝100％～105％未満，「３」＝105％～110％未満， 

 「４」＝110％～115％未満，「５」＝115％以上  
 

 ○ なお，利根町，大洗町，常陸太田市，城里町，五霞町，河内町は，自

然増減の影響度が「４（影響度 110～115％）」となっている。これらの

市町は，現状では極めて低い出生率となっており，出生率の上昇につな

がる施策に適切に取り組み，シミュレーション１のように出生率が上昇

すれば，社人研の推計人口よりも，将来の総人口が 10％から 15％多くな

る効果がある。 
 

 ○ また，社会増減の影響度については，１６市町村が「４（影響度 110

～115％）」または「５（影響度 115％以上）」となっており，主に県北

地域，県西地域の市町村となっている。現状では相当の人口流出となっ

ており，人口の社会増をもたらす施策に適切に取り組み，シミュレーシ

ョン２のように社会移動が均衡すれば，社人研の推計人口よりも将来の

総人口が 10％から 15％以上多くなる効果がある。【図表 17】  

1 2 3 4 5 総 計
1 -  (- ) 4  (9 .1 % )  6  (1 3 .6 % ) -  (- ) -  (- ) 1 0  (2 2 .7 % )

牛 久 市 ， 鹿 嶋 市 ， 水 戸 市 ， 龍 ケ 崎 市 ，

守 谷 市 ， 東 海 村 つ く ば 市
ひ た ち な か 市
神 栖 市 ， 茨 城 町

（ 県 央 地 域 ： 平 均 ）

2 -  (- ) 1  (2 .3 % ) 6  (1 3 .6 % ) 1  (2 .3 % ) -  (- ) 8  (1 8 .2 % )
つ く ば み ら い 市 土 浦 市 ， 結 城 市 ， 利 根 町

取 手 市 ， 那 珂 市 ，
鉾 田 市 ， 阿 見 町

（ 県 ： 平 均 ）
（ 鹿 行 地 域 ： 平 均 ）
（ 県 南 地 域 ： 平 均 ）

3 -  (- ) -  (- ) 9  (2 0 .5 % ) 1  (2 .3 % ) -  (- ) 1 0  (2 2 .7 % )
古 河 市 ， 石 岡 市 ， 大 洗 町
常 総 市 ， 笠 間 市 ，
潮 来 市 ， 坂 東 市 ，
か す み が う ら 市 ，
小 美 玉 市 ，
八 千 代 町

（ 県 西 地 域 ： 平 均 ）

4 -  (- ) -  (- ) 5  (1 1 .4 % ) 3  (6 .8 % ) -  (- ) 8  (1 8 .2 % )
日 立 市 ， 下 妻 市 ， 常 陸 太 田 市 ，
常 陸 大 宮 市 ， 城 里 町 ， 五 霞 町
筑 西 市 ， 境 町

（ 県 北 地 域 ： 平 均 ）

5 -  (- ) -  (- ) 7  (1 5 .9 % ) 1  (2 .3 % ) -  (- ) 8  (1 8 .2 % )
高 萩 市 ， 北 茨 城 市 ， 河 内 町
稲 敷 市 ， 桜 川 市 ，
行 方 市 ， 大 子 町 ，
美 浦 村

総 計 -  (- ) 5  (1 1 .4 % ) 3 3  (7 5 .0 % ) 6  (1 3 .6 % ) -  (- ) 4 4  (1 0 0 .0 % )

図 表 1 7 　 将 来 人 口 に お け る 自 然 増 減 の 影 響 度 、 社 会 増 減 の 影 響 度
（ 茨 城 県  ：  市 町 村 表 示 ）

自 然 増 減 の 影 響 度 （ 2 0 4 0 ）

社
会
増
減
の
影
響
度

（
2
0
4
0

）
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 ○ 出生率が上昇した場合には，2040 年には総人口が 259 万人（シミュレ

ーション１），出生率が上昇し，かつ人口移動が均衡した場合には，2040

年に総人口が 264 万人（シミュレーション２）になると推計される。 

  【図表 18】 
 

 ○ 社人研推計に比べると，それぞれ 17 万人，22 万人多くなることがわ

かる。 
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2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

（万人）
図表18 総人口の推計結果（茨城県）

社人研推計 日本創成会議推計 シミュレーション１ シミュレーション２

242万人

237万人

264万人

259万人
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（３） 人口構造の分析 
 

 ○ 社人研推計，シミュレーション１，２の 2010 年と 2040 年の比較にお

いて，総人口でみるといずれも減少するが，年齢３区分別にみると異な

る傾向がみられる。 
 

 ○ 65 歳以上人口は，社人研推計とシミュレーション１，２の間で大きな 

差はみられないが，大きく異なるのは，0～14 歳人口である。0～14 歳人 

口の減少率は，社人研推計と比較して，シミュレーション１において小

さくなり，シミュレーション２においては，さらに小さくなる。 
 

 ○ 0～4 歳人口は，社人研推計と比較して，シミュレーション２において

は増加に転じる。 
 

 ○ 年少人口の増加は，高齢化率の抑制をもたらすとともに，将来の母親

人口の増加につながることから将来の人口増加が期待できる。 

  【図表 19，20】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位：千人

総人口
0-14歳
人口

15-64歳
人口

65歳以上
人口

20-39歳
女性人口

うち0-4歳
人口

2010年 現状値 2,970 400 122 1,902 668 347

社人研推計 2,423 244 77 1,297 882 217

2040年 シミュレーション１ 2,585 373 120 1,331 882 221

シミュレーション２ 2,639 394 128 1,367 879 234

日本創成会議推計 2,374 235 74 1,264 874 205

総人口
0-14歳
人口

15-64歳
人口

65歳以上
人口

20-39歳
女性人口

うち0-4歳
人口

社人研推計 -18.4% -39.1% -37.2% -31.8% 32.0% -37.3%

シミュレーション１ -12.9% -6.8% -1.9% -30.0% 32.0% -36.3%

シミュレーション２ -11.1% -1.6% 4.4% -28.1% 31.5% -32.4%

日本創成会議推計 -20.1% -41.2% -39.9% -33.5% 30.8% -40.8%

図表19　推計結果ごとの人口増減率（茨城県）

2010年
→2040年
増減率
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2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年
社人研推計 総人口（万人） 297 292 285 276 266 255 242

年少人口比率 13.5% 12.7% 11.8% 11.0% 10.3% 10.1% 10.1%
生産年齢人口比率 64.0% 60.8% 58.7% 57.8% 57.3% 56.0% 53.6%
65歳以上人口比率 22.5% 26.6% 29.6% 31.2% 32.4% 33.9% 36.4%

75歳以上人口比率 10.7% 12.4% 14.6% 17.8% 20.0% 20.7% 21.2%
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ1 総人口（万人） 297 292 286 280 274 267 259

年少人口比率 13.5% 12.7% 12.0% 12.1% 12.9% 13.9% 14.4%
生産年齢人口比率 64.0% 60.8% 58.5% 57.1% 55.6% 53.8% 51.5%
65歳以上人口比率 22.5% 26.6% 29.5% 30.8% 31.5% 32.4% 34.1%

75歳以上人口比率 10.7% 12.4% 14.6% 17.6% 19.4% 19.8% 19.8%
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ2 総人口（万人） 297 293 288 282 277 271 264

年少人口比率 13.5% 12.7% 12.1% 12.3% 13.2% 14.3% 14.9%
生産年齢人口比率 64.0% 61.0% 58.8% 57.4% 55.9% 54.0% 51.8%
65歳以上人口比率 22.5% 26.3% 29.1% 30.3% 30.9% 31.7% 33.3%

75歳以上人口比率 10.7% 12.2% 14.3% 17.2% 19.0% 19.3% 19.2%

図表20　2010年から2040年までの総人口・年齢３区分別人口比率
（茨城県 ； 社人研推計及びシミュレーション１・２）

 

  

○ 老年人口（65 歳以上）比率は，社人研推計及びシミュレーション１，２

においても上昇を続ける。ただし，シミュレーション１，２においては，

人口構造の高齢化抑制の効果が現れ，老年人口比率が低くなっている。

【図表 21】 
 
 

20.0%

22.0%

24.0%

26.0%

28.0%

30.0%

32.0%

34.0%

36.0%

38.0%

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

図表21 老年（65歳以上）人口比率の推計

（茨城県 ； 社人研推計及びシミュレーション１・２）

社人研推計 ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ1 ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ2

36.4％

34.1％

33.3％
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３ 人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察 
 

 

○ 人口減少による経済，産業，構造などへの影響について分析・考察等

を追加予定 
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４ まとめ 

 
○ 本県では，高度経済成長期の大規模プロジェクトなどを背景とした転

入数の増加により総人口が増加したが，オイルショックやバブル崩壊な
どの経済低迷，都心の地価下落により都心回帰傾向が強まったことによ
り転入数が減少し，1999 年には社会減となった。 

 
○ 1999 年以降，社会減が続いたが，つくばエクスプレス沿線開発や企業

立地の効果等により，2009 年には社会増に転じるとともに，震災前４年
間の計でも社会増になったところであるが，2011 年の東日本大震災・福
島第一原子力発電所事故以降は，大幅な社会減となり，震災前後で大き
く動向が変化している。 

 
 ○ 本県からの転出先としては東京圏が多く，また，若年女性の転出超過 

が大きい。このような傾向は，本県の社会減対策のみならず自然減対策
の観点からも大きな問題であると同時に，出生率が低い東京圏への若年
者の転出は，日本全体の人口減少対策にとっても大きな問題である。 

 
 ○ 転出超過数に占める 20～24 歳の割合が高いことから，大学等の卒業を

機に東京圏をはじめとする県外へ就職する者が多いことが考えられる。 
 
 ○ 出生数が減少していることから，母親世代の人口が減少していること 

に加え，低出生率が継続しているため，出生数の減少がさらに進行して
いる。一方で，老年人口の中での高齢化が進んでいることから，死亡数
が増加している。 

 
 ○ 社人研による人口推計においては，直近の人口動向を勘案して推計が 

なされており，転出超過傾向による社会減と，出生数の減少と死亡数の
増加による自然減が相まって進む見通しとなっている。 

 
 ○ 2040 年時点における本県の総人口は，社人研推計が 242 万人とされて

おり，移動率が縮小しない仮定に基づく日本創成会議推計では，人口が
転出超過基調にある本県においては，社人研推計より 5 万人少ない 237
万人とされている。 

 
 ○ また，出生率が 2.1 に上昇すると仮定した場合には 259 万人（シミュ

レーション１），出生率が 2.1 に上昇し，かつ人口移動が均衡した場合
には 264 万人（シミュレーション２）になると推計された。このことか
ら，出生率の上昇につながる施策及び人口の社会増をもたらす施策の双
方の取り組みが，人口減少に歯止めをかける上で効果的であることが分
かる。 

 
 ○ 今後は，出生率の上昇につながるよう若い世代の経済的安定を図るな

ど住民の結婚や出産，子育てに関する希望を満たすための施策を講じて
いく必要がある。また，併せて，企業誘致などにより働く場を確保する
とともに，本県へのＵＩＪターンや地元就職の希望を満たし，社会増減
を東日本大震災以前の状況に戻せるよう施策を講じて行く必要がある。 
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Ⅱ 人口の将来展望 

１ 将来展望に必要な調査・分析 
 

○ 住民の結婚・出産等に関する意識や希望，地方移住の現状や希望，大

学・高校等卒業後の地元就職の現状や希望などについての調査・分析結

果等を追加予定 

 

【現在，県で実施している調査の内容】 
・地方移住の現状や希望（本県へのＵＩＪの可能性など） 
・大学・高校等卒業後の地元就職の現状や希望（進学・就職に求めるものなど） 
 

※住民の結婚・出産等に関する意識については，国が実施し，県に結果を提供予定 

 

 ２ 目指すべき将来の方向 
 

○ 人口の現状分析や将来展望に必要な調査・分析の結果等を踏まえ，目

指すべき将来の方向性や住民の希望を実現するための基本的な施策の

方向性を提示する予定 

 

【総合戦略（案）の「政策の基本目標」】 
 ・本県における安定した雇用の創出 
 ・本県への新しいひとの流れをつくる 
 ・若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
 ・時代にあった地域をつくり，安心なくらしを守るとともに，地域と地域を連携

する 
 
【国の長期ビジョンにおける目指すべき将来の方向と基本的視点】 
 ・目指すべき将来の方向 

将来にわたって『活力ある日本社会』を維持する 
・基本的視点 

①「東京一極集中」を是正する 
②国民の希望の実現に全力を注ぐ 
③若い世代の就労・結婚・子育ての希望に応える 

 

 ３ 人口の将来展望 
 

○ 自然増減（出生等）に関する仮定と社会増減（移動）に関する仮定を

設定し，それが実現した場合の総人口等の見通しを示す。 

 
【仮定の設定方法（案）】 
 ・自然増減：合計特殊出生率（希望の子ども数などから設定） 
 ・社会増減：移動率（ＵＩＪの希望，進学・就学希望などから設定） 

 


